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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (千円) 6,395,380 9,693,410 10,626,779

経常利益 (千円) 142,766 497,553 618,737

親会社株主に帰属する四半期(当期)

純利益
(千円) 406,091 365,533 760,806

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 406,084 365,148 760,971

純資産額 (千円) 1,388,871 1,800,940 1,744,551

総資産額 (千円) 5,250,412 5,369,849 4,775,191

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 51.94 47.54 97.24

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) - - －

自己資本比率 (％) 26.5 33.5 36.5

 

回次
第53期

第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.68 28.07

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．株主資本に自己株式として計上されている「株式給付信託（J-ESOP）」に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、2022年11月14日付で適時開示しました「その他の関係会社の異動に関するお知らせ」のとおり、株式会社

Ｔ＆Ｐホールディングスは、同日付で当社のその他の関係会社ではなくなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

（単位:百万円）

 
前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間
増減額

増減率

（％）

売 上 高 6,395 9,693 3,298 51.6

売 上 総 利 益

（％）

1,861

(29.1)

2,708

(27.9)
847 45.5

営 業 利 益

（％）

61

(1.0)

489

(5.1)
427 690.3

経 常 利 益

（％）

142

(2.2)

497

(5.1)
354 248.5

親会社株主に帰属する四半期純利益

（％）

406

(6.3)

365

(3.8)
△40 △10.0

（注）売上総利益、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益の下段に記載している数値は、それ

ぞれ売上高に対する割合を示しております。

 

当第３四半期連結累計期間の売上高は96億93百万円（前年同四半期比51.6％増）となりました。また、売上総利

益は27億８百万円（前年同四半期比45.5％増）、営業利益は４億89百万円（前年同四半期比690.3％増）、経常利

益は４億97百万円（前年同四半期比248.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億65百万円（前年同四

半期比10.0％減）となりました。

 

各商材カテゴリー別の売上高の状況は、次のとおりです。

（単位：百万円）

 
前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間
増減額

増減率

（％）

リ ア ル イ ベ ン ト 分 野 3,619 7,412 3,793 104.8

デ ジ タ ル 分 野 1,270 1,148 △122 △9.6

商 環 境 分 野 1,363 994 △368 △27.0

そ の 他 142 138 △4 △3.1

売 上 高 合 計 6,395 9,693 3,298 51.6

 

リアルイベント分野の売上高は74億12百万円（前年同四半期比104.8％増）となりました。展示会出展、商談会

が大きく回復したこと、またプライベートイベント需要、BtoC企業のイベントプロモーションも活性化しているこ

とが主な要因となります。

デジタル分野の売上高は11億48百万円（前年同四半期比9.6％減）となりました。リアルイベントの需要は回復

しておりますが大型のオンラインイベントを複数納品するなど、オンラインイベントの需要は引き続き堅調に推移

しております。

商環境分野の売上高は９億94百万円（前年同四半期比27.0％減）となりました。企業ショールーム、コンシュー

マー向け店舗等の案件を継続的に納品しております。
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(２)財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における資産は、53億69百万円（前連結会計年度末比５億94百万円増）となりま

した。これは、現金及び預金が４億93百万円、仕掛品が３億８百万円増加した一方、売掛債権が２億82百万円減

少したこと等によります。

負債は、35億68百万円（前連結会計年度末比５億38百万円増）となりました。これは、短期借入金が14億円増

加した一方、未払法人税等が２億72百万円、買掛金が２億円、賞与引当金が１億21百万円減少したこと等により

ます。

純資産は、18億円（前連結会計年度末比56百万円増）となりました。これは、親会社株主に帰属する四半期純

利益を計上したこと等によります。

 

(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年３月期の連結業績予想につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が継続するものの、ワクチン

接種の普及により状況の維持、または緩やかに好転していくことを前提としております。当第３四半期連結累計

期間における業績経過は、計画通りに推移しているため、通期の業績予想につきましては、2022年５月13日の決

算発表時に公表いたしました業績予想から変更はありません。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大

状況によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありますので、業績予想を見直す必要が生じた場合は、速

やかに開示いたします。

 

(４)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(５)研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2023年１月26日開催の取締役会において、本店（本社）を移転することを決議いたしました。概要につき

ましては以下の通りであります。

 

１．移転の理由

当社グループのより一層の成長に向けて、本社オフィスを移転いたします。事業拡大に対応するだけではなく、

新オフィスでは社員同士の交流や顧客、パートナー企業とのコラボレーションを促進するワークスペースを充実さ

せ、当社の経営理念である「Communication Design®」を体現し、新たな価値を生み出す共創拠点を目指してまい

ります。

 

２．新本社の概要

①所在地　東京都中央区京橋三丁目１番１号　東京スクエアガーデン

②賃室面積　2459.62㎡

③建築構造　鉄骨造（柱CFT造）、一部鉄骨鉄筋コンクリート造地上24階地下４階塔屋２階

④移転時期　2023年９～12月（予定）

※昨今の世界的なサプライチェーンの混乱による物資調達遅延等の影響により、現時点で移転日の

確定ができないため、移転日が確定次第、改めてお知らせいたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,012,100 8,012,100
東京証券取引所

グロース市場

単元株式数

100株

計 8,012,100 8,012,100 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 8,012,100 － 205,484 － 322,982

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 135,100 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,873,100 78,731
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 3,900 － －

発行済株式総数  8,012,100 － －

総株主の議決権  － 78,731 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式82株が含まれております。また、株式給付信託（J-ESOP）の信託財

産として所有する株式238,400株（議決権の数2,384個）につきましては、「完全議決権株式（その他）」の欄に含めて表

示しております。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社博展
東京都中央区築地

一丁目13番14号
135,100 － 135,100 1.69

計 － 135,100 － 135,100 1.69

(注)株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として所有する株式238,400株（議決権の数2,384個）につきましては、上記の自

己株式等の数に含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社博展(E05737)

四半期報告書

 6/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、RSM清和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,578,382 2,071,778

受取手形、売掛金及び契約資産 2,203,021 1,920,089

仕掛品 172,373 481,174

原材料及び貯蔵品 1,027 3,485

その他 152,587 196,961

貸倒引当金 △1,727 △1,449

流動資産合計 4,105,665 4,672,039

固定資産   

有形固定資産 329,459 325,998

無形固定資産   

ソフトウエア 42,518 59,000

その他 1,870 54,894

無形固定資産合計 44,389 113,895

投資その他の資産   

投資有価証券 9,464 8,909

繰延税金資産 88,512 44,769

敷金 195,924 201,801

その他 24,099 15,566

貸倒引当金 △22,324 △13,129

投資その他の資産合計 295,676 257,916

固定資産合計 669,525 697,809

資産合計 4,775,191 5,369,849

負債の部   

流動負債   

買掛金 945,795 745,645

短期借入金 500,000 1,900,000

１年内返済予定の長期借入金 266,944 134,862

リース債務 3,564 5,929

未払法人税等 280,891 8,128

契約負債 166,909 257,642

賞与引当金 169,957 48,526

工事補償引当金 1,131 784

その他 409,137 286,547

流動負債合計 2,744,332 3,388,066

固定負債   

長期借入金 272,253 158,206

リース債務 7,229 15,141

退職給付に係る負債 6,824 7,494

固定負債合計 286,307 180,842

負債合計 3,030,640 3,568,908

純資産の部   

株主資本   

資本金 190,333 205,484

資本剰余金 305,925 321,076

利益剰余金 1,341,442 1,549,807

自己株式 △97,002 △278,895

株主資本合計 1,740,698 1,797,473

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,852 3,467

その他の包括利益累計額合計 3,852 3,467

純資産合計 1,744,551 1,800,940

負債純資産合計 4,775,191 5,369,849
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 6,395,380 9,693,410

売上原価 4,534,343 6,985,154

売上総利益 1,861,037 2,708,255

販売費及び一般管理費 1,799,079 2,218,599

営業利益 61,957 489,656

営業外収益   

受取利息 157 90

受取配当金 192 308

貸倒引当金戻入額 9,331 8,890

雇用調整助成金 77,027 -

雑収入 3,820 3,754

営業外収益合計 90,528 13,042

営業外費用   

支払利息 9,584 4,394

雑損失 135 750

営業外費用合計 9,720 5,145

経常利益 142,766 497,553

特別利益   

固定資産売却益 336 900

関係会社株式売却益 421,011 -

特別利益合計 421,348 900

特別損失   

固定資産除却損 1,272 0

特別損失合計 1,272 0

税金等調整前四半期純利益 562,842 498,453

法人税、住民税及び事業税 91,586 89,006

法人税等調整額 65,164 43,913

法人税等合計 156,750 132,920

四半期純利益 406,091 365,533

親会社株主に帰属する四半期純利益 406,091 365,533
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 406,091 365,533

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △7 △384

その他の包括利益合計 △7 △384

四半期包括利益 406,084 365,148

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 406,084 365,148
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、従業員の帰属意識の醸成や、株価上昇に対する動機づけ等の観点からインセンティブプランの一環とし

て従業員向け報酬制度の株式給付信託（J-ESOP）を導入しております。

 

（１）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給付

する仕組みです。当社は、従業員に対し勤続年数および資格等級に応じて一定の時期にポイントを付与し、株式給

付規程に定められた条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業

員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理す

るものとします。本制度の導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以上に意欲的に業

務に取り組むことに寄与することが期待されます。

 

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。第３四半期連結会計期間末における、当該自己株式の帳簿価額は181百万円であります。当

第３四半期連結会計期間末における、期末株式数は8,012,100株であり、期中平均株式数は7,688,704株でありま

す。期末株式数および期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前連結会計年度の有価証券報告

書の（追加情報）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

受取手形割引高 12,443千円 －千円

電子記録債権割引譲渡高 27,467千円 －千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

減価償却費 68,129千円 67,221千円

のれんの償却額 6,158千円 －千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月13日

取締役会
普通株式 78,399 10 2022年３月31日 2022年６月13日 利益剰余金

2022年11月14日

取締役会
普通株式 78,769 10 2022年９月30日 2022年11月28日 利益剰余金

（注）2022年11月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金2,406千

円（株式付与ESOP信託2,406千円）が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

（ESOP信託を利用した自己株式の取得）

　当第２四半期連結累計期間において、株式給付信託（J-ESOP）制度の導入により、みずほ信託銀行株式会社

が当社株式を取得したことに伴い、当第３四半期連結累計期間において自己株式が181,893千円増加しており

ます。

 

（取締役及び執行役員への譲渡制限付株式報酬の付与）

　2022年７月19日付で特定譲渡制限付株式報酬としての新株式発行により37,000株（発行価額30,303千円）

増加しております。これにより、資本金が15,151千円、資本準備金が15,151千円増加しております。

 

（セグメント情報等）

当社グループは、「エクスペリエンス・マーケティング事業」の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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（収益認識関係）

当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを財又

はサービスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

 

 
エクスペリエンス・マーケティング事業

リ ア ル イ ベ ン ト 分 野 3,619,017

商 環 境 分 野 1,363,155

デ ジ タ ル 分 野 1,270,595

そ の 他 142,612

顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ る 収 益 6,395,380

そ の 他 の 収 益 －

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 6,395,380

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

 

 
エクスペリエンス・マーケティング事業

リ ア ル イ ベ ン ト 分 野 7,412,232

商 環 境 分 野 994,844

デ ジ タ ル 分 野 1,148,092

そ の 他 138,240

顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ る 収 益 9,693,410

そ の 他 の 収 益 －

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 9,693,410

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 51円94銭 47円54銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 406,091 365,533

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額(千円)
406,091 365,533

普通株式の期中平均株式数(株) 7,818,342 7,688,704

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － －

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

第８回新株予約権（失効）
新株予約権の数　270,000株
（普通株式　270,000株）

上記の新株予約権は、権利行使
条件未達により、2021年７月６
日をもって失効しております。

－

(注)１．当第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本に自己株式として計上されている「株式給付信託（J-ESOP）」に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式（当第３四半期連結累計期間　

238,400株）に含めております。
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（重要な後発事象）

（本店（本社）の移転）

当社は、2023年１月26日開催の取締役会において、本店（本社）を移転することを決議いたしました。概要に

つきましては以下の通りであります。

 

１．移転先

東京都中央区京橋三丁目１番１号　東京スクエアガーデン

 

２．移転時期

2023年９～12月（予定）

※昨今の世界的なサプライチェーンの混乱による物資調達遅延等の影響により、現時点で移転日の確定がで

きないため、移転日が確定次第、改めてお知らせいたします。

 

３．移転の理由

当社グループのより一層の成長に向けて、本社オフィスを移転いたします。事業拡大に対応するだけではな

く、新オフィスでは社員同士の交流や顧客、パートナー企業とのコラボレーションを促進するワークスペース

を充実させ、当社の経営理念である「Communication Design®」を体現し、新たな価値を生み出す共創拠点を

目指してまいります。

 

４．業績に与える影響

本件に伴う2023年３月期の当社グループの業績に与える影響につきましては現在精査中です（※１）。

また、2023年12月期（※２）連結業績への影響につきましても、現在精査中であり、2023年５月に公表予定

の連結業績予想に織り込んで発表いたします。なお、今後公表すべき事項が生じた場合は、速やかに開示いた

します。

※１　2023年１月26日開示「本店（本社）移転に関するお知らせ」には、「本件に伴う2023年３月期の当社

グループの業績に与える影響は軽微となる見込みです。」と記載しておりましたが、軽微となる見込みの根拠

は現在精査中である為、「本件に伴う2023年３月期の当社グループの業績に与える影響につきましては現在精

査中です。」という表現に変更しております。

※２　2023年１月26日開示「決算期（事業年度の末日）の変更に関するお知らせ」をご参照ください。

 

５．その他

現本店所在地と新本店所在地は同一区内であるため、定款の変更はございません。

 

（決算期の変更）

当社は、2023年１月26日開催の取締役会において、2023年６月開催予定の第54回定時株主総会で「定款一部

変更の件」が承認されることを条件として、決算期（事業年度の末日）の変更を行うことを決議いたしまし

た。概要につきましては以下の通りであります。

 

１．変更の理由

当社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとしておりますが、当社事業の特性上毎年１月から

３月が繁忙期に当たるため、売上高の季節要因に伴う業績への影響を緩和し、事業運営の効率化を図るととも

に、適時・適切な経営情報の開示を目的として、当社の事業年度を毎年１月１日から12月31日までに変更いた

します。

 

２．決算期変更の内容

現　在：毎年３月31日

変更後：毎年12月31日

（注）決算期変更の経過期間となる第55期は、2023年４月１日から2023年12月31日までの９か月決算となる

予定です。また、連結子会社につきましても、同様の変更を行う予定です。第56期は、2024年1月1日から2024

年12月31日までの12か月決算となる予定です。

 

３．今後の見通し

第55期の業績見通しにつきましては、2023年５月に開示予定の2023年３月期決算短信において公表する予定

です。
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４．定款の変更について

決算期（事業年度の末日）の変更に伴う定款の変更案につきましては、2023年５月開催予定の取締役会にお

いて、2023年６月開催予定の第54回定時株主総会の付議議案として「定款一部変更の件」を決議した後、速や

かに開示いたします。

 

２【その他】

2022年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額……………………………………78,769千円

②１株当たりの金額………………………………10円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日………2022年11月28日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月14日

株式会社　博　　　　展

取締役会　　御　中

 

RSM清和監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤本　亮

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小菅　義郎

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社博展の

2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月31日

まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社博展及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2022年２月14日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2022年６月30日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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